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(百万円未満切捨て)

1. 平成23年9月期第3四半期の連結業績（平成22年10月1日～平成23年6月30日）

 (1) 連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年9月期第3四半期 14,223 8.4 1,816 132.1 2,048 93.2 1,237 △29.9
22年9月期第3四半期 13,123 △8.5 782 △25.9 1,060 △17.6 1,766 101.3

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

23年9月期第3四半期 42 .55 42 .44

22年9月期第3四半期 60 .74 60 .65

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年9月期第3四半期 34,926 30,992 88.7 1,064 .84

22年9月期 35,322 31,619 89.5 1,087 .32

(参考) 自己資本 23年9月期第３四半期 30,969百万円  22年9月期 31,619百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年9月期 － 6 .00 － 48 .00 54 .00

23年9月期 － 16 .00 －

23年9月期(予想) 13 .00 29 .00

3. 平成23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 20,000 12.1 2,100 69.8 2,400 51.0 1,400 △26.9 48 .14

ooishim
ＦＡＳＦ会員マーク



  

 
(注) 当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

 
(注) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 
(注) 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

 
  

この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手

続を実施中です。 

  

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理

的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性

があります。 

なお、上記予想に関する事項は、【添付資料】P.3「連結業績予想にする定性的情報」をご覧くださ

い。 

4. その他（詳細は、【添付資料】P.3「その他」をご覧ください。）

(1) 当四半期中における重要な子会社の異動 ： 無

  新規 －社 (            )、除外 －社 (            )

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年9月期3Ｑ 30,637,000株 22年9月期 30,637,000株

② 期末自己株式数 23年9月期3Ｑ 1,553,048株 22年9月期 1,556,832株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年9月期3Ｑ 29,082,195株 22年9月期3Ｑ 29,079,273株

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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当第3四半期連結累計期間は、中国経済の成長にわずかながら鈍化の兆しがみられ、米国経済は回復

に勢いがなく、ＥＵにおいては依然デフォルト懸念がくすぶりつづけるなど世界経済は不透明感をぬぐ

えず、一方国内においては東日本大震災の影響が少なからず影を落とす中で推移しました。 

こうした中、当社グループは“はかる技術”を基本としたビジネスコンセプトを継続し、研究開発市

場に傾注し、国内産業の次なる成長の糧となる“新しい技術・製品の開発”の一翼を担うべく、欧米を

中心にした先端計測技術・機器の導入と、ソフトウェアを中心にした自社システム製品の増強に力を入

れてきました。 

物性分野ではリチウムイオン電池に代表されるバッテリー素材の開発や新たな半導体素材の研究、更

にはバイオテクノロジー分野においても物質の電気特性を測定評価するニーズはますます強くなってお

ります。情報通信分野ではスマートフォンやＬＴＥ、クラウドコンピューティングに関連する新たな技

術開発に拍車が掛かっており、一般企業においても情報通信を武器に事業展開をはかる傾向が強くなっ

ております。振動解析分野では自動車関連業界で培った測定技術とコンサルティング能力を鉄道・航

空・宇宙関連産業に展開しております。ＥＭＣ測定分野では環境問題とも密接に関連する電磁波（ＥＭ

Ｃ）測定技術の中国を中心としたアジアでの拡大に注力しております。加えて、永年の測定技術・測定

機器の提供を通じて蓄積された様々な能力を生かして、ソフトウェアを中心にした自社システム製品も

国内外の顧客から幅広く支持をいただけるようになってまいりました。この結果、連結売上高は142億2

千3百万円（前年同期比8.4%増）となりました。 

売上高を形態別で見ますと、主力分野の情報通信測定機器事業、振動解析測定機器事業、ＥＭＣ測定

機器事業はいずれも堅調に推移したことから、これらを含む輸入国内取引は134億5千8百万円となりま

した。また、韓国向けを中心とした日本からの輸出取引高は7億6千4百万円となりました。 

利益面では、営業利益18億1千6百万円（前年同期比132.1%増）、経常利益20億4千8百万円（前年同期

比93.2%増）、四半期純利益は12億3千7百万円（前年同期比29.9%減）となりました。 

各セグメントの業績は次のとおりであります。 

①物性測定機器事業 

物性測定機器事業におきましては、リチウムイオン電池に代表されるバッテリー素材の開発や新た

な半導体素材の研究、更にはバイオテクノロジー分野においても物質の電気特性を測定評価するニー

ズが高まりました。この結果、売上高は29億8千1百万円、営業利益は4億3千8百万円となりました。 

②情報通信測定機器事業 

情報通信測定機器事業におきましては、スマートフォンやＬＴＥ、クラウドコンピューティングに

関連する技術開発に拍車が掛かっており、一般企業においても情報通信を武器に事業展開をはかる傾

向が強まりました。この結果、売上高は37億1千6百万円、営業利益は5億7千4百万円となりました。 

③振動解析測定機器事業 

振動解析測定機器事業におきましては、自動車関連業界で培った測定技術とコンサルティング能力

を鉄道・航空・宇宙関連産業に展開してきました。この結果、売上高は18億5千9百万円、営業利益は

5億4千8百万円となりました。 

④ＥＭＣ測定機器事業 

ＥＭＣ測定機器事業におきましては、環境問題とも密接に関連する電磁波（ＥＭＣ）測定技術の中

国を中心としたアジアでの拡がりなどが顕著になってきました。この結果、売上高は19億2千5百万

1. 当四半期の連結業績等に関する定性的情報

(1) 連結経営成績に関する定性的情報
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円、営業利益は1億1千4百万円となりました。 

⑤その他の測定機器事業 

その他の測定機器事業におきましては、多岐にわたる測定分野が対象になっており、その中で海洋

計測における新製品効果がみられるようになりました。この結果、売上高は31億5千6百万円、営業利

益は5億1千万円となりました。 

（注）なお、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」等の適用により、第1四半期連結会計期

間より、「物性測定機器事業」、「情報通信測定機器事業」、「振動解析測定機器事業」、「ＥＭＣ測

定機器事業」、「その他の測定機器事業」の５つを報告セグメントとして、セグメント情報を開示して

おります。そのため、上記セグメント別の業績の記載において前年同期との比較は行っておりません。

  

①資産、負債及び純資産の状況 

当第3四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ3億9千5百万円減少し、

349億2千6百万円となりました。主な減少要因は、受取手形及び売掛金の減少12億3千2百万円、有価

証券の減少8億5千6百万円等によるものであります。一方、主な増加要因は、投資有価証券の増加13

億5千2百万円等によるものであります。 

 負債は、前連結会計年度末に比べ2億3千1百万円増加し、39億3千3百万円となりました。主な増加

要因は、未払金の増加4億3百万円等によるものであります。 

 純資産は、前連結会計年度末に比べ6億2千6百万円減少し、309億9千2百万円となりました。主な減

少要因は、配当金の支払等による利益剰余金の減少6億2千8百万円等によるものであります。 

②キャッシュ・フローの状況 

当第3四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、前連結会計年

度末に比べ7千2百万円減少し、41億1千万円となりました。 

 当第3四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであ

ります。  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

資金の主な増加要因は、税金等調整前四半期純利益21億3千万円の計上によるものであります。 

 この結果、営業活動によるキャッシュ・フローは25億9千4百万円の増加となりました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

資金の主な増加要因は、有価証券の売却による収入38億5千7百万円によるものであり、一方、資金

の主な減少要因は、有価証券の取得による支出16億4千6百万円、投資有価証券の取得による支出30億

3千8百万円等によるものであります。 

 この結果、投資活動によるキャッシュ・フローは8億1百万円の減少となりました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

資金の主な減少要因は、配当金の支払額18億6千1百万円によるものであります。 

 この結果、財務活動によるキャッシュ・フローは18億6千2百万円の減少となりました。     

  

平成23年４月21日に公表いたしました連結業績予想から修正は行っておりません。 

(2) 連結財政状態に関する定性的情報

(3) 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

  

①当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し前連結会計年度末に係る

実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

②定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法によ

り算定しております。  

  

・会計処理基準に関する事項の変更  

①第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10

日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成

20年３月10日）を適用しております。これによる損益への影響はありません。 

②第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20

年３月31日）を適用しております。これによる損益への影響はありません。 

・表示方法の変更 

(四半期連結損益計算書関係) 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規

則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連

結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 

  

役員退職慰労引当金 

当社の役員退職慰労引当金については、従来、役員に対する退職慰労金支給に備えるため、役員退職

慰労金規則に基づいて計算した要支給額を計上しておりましたが、平成22年10月21日開催の取締役会に

おいて役員退職慰労金制度を廃止することを決議するとともに、平成22年12月17日開催の第58回定時株

主総会において在任期間に対応する退職慰労金を打ち切り支給することを決議しております。 

 なお、支給時期は各役員それぞれの退任時とし、当該総会までの期間に相当する役員退職慰労金相当

額155,950千円を固定負債の「その他」に計上しております。 

  

2. その他の情報

(1) 重要な子会社の異動の概要

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要

(追加情報)
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3. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,646,748 2,119,531

受取手形及び売掛金 2,465,355 3,697,571

有価証券 8,468,346 9,324,752

商品及び製品 813,423 734,512

その他 799,660 629,165

貸倒引当金 △500 △400

流動資産合計 15,193,033 16,505,133

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,647,800 2,729,225

車両運搬具（純額） 9,939 5,972

工具、器具及び備品（純額） 443,345 486,661

土地 5,635,485 5,635,485

有形固定資産合計 8,736,571 8,857,344

無形固定資産

その他 64,287 76,132

無形固定資産合計 64,287 76,132

投資その他の資産

投資有価証券 7,379,697 6,027,460

その他 3,578,644 3,881,775

貸倒引当金 △25,800 △25,800

投資その他の資産合計 10,932,541 9,883,435

固定資産合計 19,733,400 18,816,912

資産合計 34,926,434 35,322,045

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,312,017 1,396,257

未払法人税等 534,493 327,539

賞与引当金 260,000 490,000

役員賞与引当金 － 25,000

その他 1,232,145 656,155

流動負債合計 3,338,655 2,894,952

固定負債

退職給付引当金 434,772 465,786

役員退職慰労引当金 － 339,783

その他 160,410 2,000

固定負債合計 595,182 807,569

負債合計 3,933,838 3,702,522
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,158,000 4,158,000

資本剰余金 4,603,500 4,603,500

利益剰余金 23,912,538 24,541,309

自己株式 △1,639,647 △1,643,881

株主資本合計 31,034,391 31,658,927

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △27,513 △3,481

繰延ヘッジ損益 866 △6,159

為替換算調整勘定 △37,902 △29,763

評価・換算差額等合計 △64,549 △39,404

新株予約権 22,753 －

純資産合計 30,992,595 31,619,523

負債純資産合計 34,926,434 35,322,045
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(2) 四半期連結損益計算書

【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成23年６月30日)

売上高 13,123,332 14,223,079

売上原価 7,165,929 7,331,296

売上総利益 5,957,403 6,891,782

販売費及び一般管理費 5,174,551 5,075,149

営業利益 782,851 1,816,633

営業外収益

受取利息 101,569 98,542

受取配当金 34,933 29,536

有価証券売却益 26,690 25,829

為替差益 56,275 56,843

その他 68,003 34,192

営業外収益合計 287,472 244,944

営業外費用

支払利息 3,315 2,998

有価証券売却損 5,198 5,345

持分法による投資損失 873 1,616

その他 265 2,888

営業外費用合計 9,651 12,848

経常利益 1,060,672 2,048,728

特別利益

固定資産売却益 24,338 66,728

関係会社株式売却益 － 20,237

事業譲渡益 1,361,351 －

特別利益合計 1,385,690 86,965

特別損失

固定資産処分損 14,260 4,352

投資有価証券評価損 1,318 641

為替換算調整勘定取崩額 363,264 －

その他 514 －

特別損失合計 379,357 4,993

税金等調整前四半期純利益 2,067,005 2,130,700

法人税、住民税及び事業税 286,000 761,000

法人税等調整額 2,786 132,134

法人税等合計 288,786 893,134

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,237,565

少数株主利益 11,939 －

四半期純利益 1,766,280 1,237,565
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(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,067,005 2,130,700

減価償却費 367,351 299,536

のれん償却額 998 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △7,400 100

賞与引当金の増減額（△は減少） △180,000 △230,000

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13,000 △25,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 19,917 △31,013

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 17,499 △339,783

受取利息及び受取配当金 △136,503 △128,078

支払利息 3,315 2,998

持分法による投資損益（△は益） 873 1,616

有価証券売却損益（△は益） △21,492 △20,484

投資有価証券売却損益（△は益） 514 －

投資有価証券評価損益（△は益） 1,318 641

関係会社株式売却損益（△は益） － △20,237

事業譲渡損益（△は益） △1,361,351 －

有形固定資産除売却損益（△は益） △18,474 △62,375

無形固定資産除売却損益（△は益） 8,396 －

為替換算調整勘定取崩額 363,264 －

売上債権の増減額（△は増加） 900,004 1,232,216

たな卸資産の増減額（△は増加） 78,661 △78,910

仕入債務の増減額（△は減少） △137,744 △84,240

長期未払金の増減額（△は減少） － 158,410

その他 261,068 221,947

小計 2,214,223 3,028,044

利息及び配当金の受取額 129,092 121,866

利息の支払額 △3,315 △2,998

法人税等の支払額 △163,373 △552,356

法人税等の還付額 362,764 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,539,390 2,594,557
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年10月１日
至 平成22年６月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年10月１日
至 平成23年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1,100,000 －

定期預金の払戻による収入 910,000 －

有価証券の取得による支出 △2,251,313 △1,646,396

有価証券の売却による収入 4,360,337 3,857,644

有形固定資産の取得による支出 △199,137 △206,428

有形固定資産の売却による収入 36,458 104,246

無形固定資産の取得による支出 △44,676 △4,582

投資有価証券の取得による支出 △2,972,421 △3,038,328

投資有価証券の売却による収入 263,967 99,041

関係会社株式の売却による収入 － 27,753

事業譲渡による収入 944,991 －

その他 28,648 5,142

投資活動によるキャッシュ・フロー △23,145 △801,908

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △959,418 △1,861,168

自己株式の取得による支出 △445 △938

ストックオプションの行使による収入 7 4

財務活動によるキャッシュ・フロー △959,856 △1,862,102

現金及び現金同等物に係る換算差額 △26,643 △2,738

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,529,746 △72,191

現金及び現金同等物の期首残高 3,404,629 4,182,558

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,934,375 4,110,367
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該当事項はありません。  

  

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成22年６月30日) 

当社及び在外連結子会社２社は、国内及び海外におけるエレクトロニクス関連商品を中心とする各種

商品の製造、販売及びそれらの取引に関連する保守、サービス等の役務提供をおこなっておりますが、

当該エレクトロニクス関連商品のセグメントの売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の

合計及び営業利益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の

記載を省略しております。なお、在外連結子会社のCLEARSIGHT NETWORKS, INC. 及びCLEARSIGHT

NETWORKS TECHNOLOGY BEIJING LTD.については同社株式のすべてを売却したことにより、12月末に連結

の範囲から除外しております。 

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成22年６月30日)     

本邦の売上高の金額は、全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％超であるため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

前第３四半期連結累計期間(自 平成21年10月１日 至 平成22年６月30日)     

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象と

なっているものであります。 

当社グループは、情報通信測定機器等測定機器類の輸入販売を主たる業務としており、各事業ごと

に戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループの構成単位は製品の種類別セグメントから構成されており、製品の種

類・性質の類似性により「物性測定機器事業」、「情報通信測定機器事業」、「振動解析測定機器事

業」、「EMC測定機器事業」、「その他の測定機器事業」の５つを報告セグメントとしております。 

「物性測定機器事業」は、新規開発素材の電気特性の測定評価機器等の販売を行っております。 

「情報通信測定機器事業」は、有線・無線のネットワークのインフラ評価及びネットワーク上の情

報の安全性・安定性を確保するための評価測定機器等の販売を行っております。 

「振動解析測定機器事業」は、音と振動を解析する測定評価機器等の販売を行っております。 

「EMC測定機器事業」は、電磁波の測定評価機器等の販売を行っております。 

「その他の測定機器事業」は、ソフトウェアの品質や海洋などの測定評価機器等の販売を行ってお

ります。 

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年10月１日 至 平成23年６月30日) 

（単位：千円）

 
（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に韓国向けの社会インフラ等の販売

を含んでおります。 

  

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）     

当第３四半期連結累計期間(自 平成22年10月１日 至 平成23年６月30日) 

                         （単位：千円） 

 
（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

該当事項はありません。 

  

報告セグメント

その他
（注）

合計物性 
測定機器 
事業

情報通信 
測定機器 
事業

振動解析
測定機器 
事業

EMC
測定機器 
事業

その他の
測定機器 
事業

計

売上高 2,981,616 3,716,117 1,859,723 1,925,605 3,156,560 13,639,623 583,455 14,223,079

セグメント利益 438,733 574,602 548,740 114,836 510,335 2,187,248 860 2,188,108

利益 金額

報告セグメント計 2,187,248

「その他」の区分の利益 860

全社費用（注） △371,475

四半期連結損益計算書の営業利益 1,816,633

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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